
（単位：円）

契約の相手方
法人名称

物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別 契約金額 契約締結日

（社）全国船舶無線工事協会 船舶用レーダ通信技術に関する基礎データ評価業務の請負 一般競争 1,470,000 2009/10/1

（財）テレコムエンジニアリングセンター 携帯電話基地局から放射される広帯域信号の測定法に関する基礎調査 一般競争 8,048,250 2009/10/2

（財）マルチメディア振興センター 東南アジア主要国におけるICT研究開発動向に関する調査 一般競争 4,830,000 2009/10/14

（社）人間生活工学研究センター 100KHz以上における電流刺激による知覚強度および人体寸法等のデータ取得 公募 10,643,850 2009/10/5

（財）テレコム先端技術研究支援センター 高速電子デバイスに関する技術動向調査及び技術ロードマップ原案作成 一般競争 6,510,000 2009/10/22

（財）日本宇宙フォーラム 平成21年度　助成事業制度の広報に資する事業成果の調査･とりまとめ作業の請負 公募 4,935,000 2009/10/16

（社）人間生活工学研究センター 60GHzミリ波曝露による知覚強度および人体寸法の測定 公募 10,720,500 2009/10/26

（財）日本データ通信協会 UTCトレーサブルなタイムスタンプ制度の標準化への要望に関する調査 企画競争 6,930,000 2009/11/10

（社）電波産業会 WINDS衛星と地上ネットワークを用いた国際共同実験に関する調査 公募 9,400,000 2009/12/8

(注5）危機管理等の観点から契約の相手方や物品役務等の名称を公表することが適当でないと判断される場合は、該当箇所にその旨を記載すること。

【記載要領】

(注4）｢契約形態の別｣の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約（競争性の有無）の別を記載すること。

（様式３－２）

(注1）｢公益法人等｣には、特例民法法人、一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人が含まれている。

(注3）｢物品役務等、公共工事等の名称｣の欄には、｢公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表｣にお
　　　いて用いられている名称などを参考に記載すること。

(注2）契約締結日の早いものから記載すること。契約締結日が同じものについては契約金額の大きいものから順に記載すること。

法人名：情報通信研究機構

21年度予算における公益法人等への契約による支出状況（第３四半期）


